
平成２３年度５月補正予算の概要について
－ 東日本大震災関連 －

平成２３年５月１３日

平成２３年度５月補正予算の概要を発表いたします。

３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震による未曾有の大災害
と、その後発生し、今なお深刻な状況が続いている原子力災害に対応す
るため、緊急に必要な救助活動経費など、これまで２回にわたって補正
予算の編成を行ってきたところであります。
今回の補正予算は、被災者支援のための経費はもとより、本格的な復旧
と復興につなげていくための経費を計上いたしました。

その主な内容といたしましては、

・ 被災者を支援するための経費として
被災児童生徒の就学及び通学を支援するための経費、スクールカウ

ンセラーやスクールソーシャルワーカーを派遣するための経費、応急
仮設住宅や民間住宅の借上げに要する経費、仮設住宅地に介護の拠点
を設置するための経費、災害見舞金等を支給するための経費

・ 被災された方々への金融面での支援として
個人向けの緊急小口資金及び生活復興支援資金貸付のための経費、

農業経営の維持安定を図るため融資の無利子化を行うための経費、
中小企業者を支援するため「ふくしま復興特別資金」や原子力災害に
伴う「特定地域中小企業特別資金」の無利子融資制度の創設

・ 災害復旧経費として
経済活動の基盤となる道路、港湾、漁港など公共土木施設及び農業

用施設、交通安全施設の復旧経費、学校施設、社会福祉施設、医療施
設の復旧支援



・ 復興に向けた経費としては、
農林水産物等に対する風評を払拭するため「がんばろう ふくし

ま！」運動を推進するための経費、産業の再生と復興を支える雇用を
創出するための経費、中小企業等が事業を再開する場合の補助制度の
新設による復旧・復興を支援するための経費

を計上いたしました。

以上により、一般会計における補正予算の総額は、２，２５７億８千
１百万円、本県の補正予算としては過去最大の規模となり、本年度予算
の累計は、１兆１，６３４億６千８百万円となります。

なお、東日本大震災の発生以降、災害救助、応急復旧、避難生活の
支援、更には原子力災害への対応等に市町村とともに全力で当たってま
いりましたが、引き続き、こうした対応に万全を期すとともに、今後は、
インフラの復旧や産業の復興など豊かで活力ある福島県の再生に向けた
取組みを同時に進めていく必要があることから、早急に「福島県復旧・
復興本部（仮称）」を立ち上げるよう関係部局に指示したところであり、
県民の皆さんとともにふるさとの復旧・復興への道を一歩一歩しっかり
と歩んでまいりたいと考えております。

福島県財政課
電話 ０２４－５２１－７０８９



資 料

平成23年度５月補正予算主要事業一覧
(単位千円)

＜一般会計＞

１ 私立学校就学支援事業（総務部） １８６，０１１

東日本大震災により被災、又は原子力災害により避難し経済的に困窮している世帯

の生徒等が、私立学校（幼稚園・小学校・中学校・高等学校・専修学校）へ就学でき

るよう、授業料等に対する補助を行う。

２ 被災児童生徒等就学支援事業（教育庁） １，２９１，９２４

東日本大震災により被災、又は原子力災害により避難している幼児の、幼稚園の入

園料・保育料に対する補助、及び児童生徒が小中学校での就学に必要な学用品費等に

対する補助を行う。

３ 高校生通学支援事業（教育庁） ２８５，６２１

東日本大震災や原子力災害に伴い通学が困難となった相双地域の生徒の通学手段を

確保するため、通学バスを運行するとともに、居住地以外からサテライト校への通学

や転学を余儀なくされた生徒等に対して通学費の支援を行う。

４ ｽ ｸ ｰ ﾙ ｶ ｳ ﾝ ｾ ﾗ ｰ等緊急派遣事業（総務部・教育庁） ２９６，５６１

東日本大震災により被災、又は原子力災害により避難した児童生徒等の心のケア、

教職員・保護者等への助言、医療機関等との連携・調整など様々な課題に対応するた

め、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを派遣する。

５ 災害救助費（生活環境部・土木部） １１８，４６２，６７８

避難所・応急仮設住宅・民間借上住宅の供与、食品の給与及び飲料水の供給、被服

・寝具等生活必需品の給与など必要な救助を行う。

６ 高齢者見守り等ネットワークづくり支援事業（保健福祉部）

１，０００，０００

避難所等に専門職種を派遣し、高齢者の相談・生活支援を行うとともに、仮設住宅

地に介護用トイレ、浴室、調理室等を備えた施設を設置し、デイサービス、訪問介護

・看護、生活相談、交流スペース設置等のサービスを提供する。



７ 災害見舞金等の支給（生活環境部） ４，４３７，５２９

東日本大震災により死亡した者の遺族に対する災害弔慰金、精神又は身体に障害を

受けた者に対する災害障害見舞金を支給するとともに、被災者の生活の立て直しを

目的とし３５０万円を限度として災害援護資金を無利子、償還期間１３年（うち据置

６年）で貸し付けを行う。

８ 生活福祉資金貸付等補助事業（保健福祉部） ９，２０２，４４３

東日本大震災により被災、又は原子力災害により避難した低所得世帯に対し、生活

費、転宅費、住宅補修費として４５０万円を限度に生活復興支援資金を無利子で貸し

付けを行う。

９ 農家経営安定資金融通対策事業（農林水産部） ２７，３３０

東日本大震災及び原子力発電所事故の影響により農業収入が減少している農業者に

対し、農業経営の安定を図るため営農資金を実質的に無利子で貸し付けを行うととも

に、償還期間を１０年（うち据置３年）に延長する条件緩和を行う。

10 天災資金融通対策事業（農林水産部） ３，１２６

東日本大震災により被害を受けた農林漁業者の経営継続、及び農林漁業組合の事業

継続に必要な資金を実質的に無利子で貸し付ける。

11 震災対策特別資金・ふくしま復興特別資金利子補給事業（商工労働部）

３２８，７２５

東日本大震災により被災した中小企業者が、「震災対策特別資金」や新たに創設す

る「ふくしま復興特別資金」（融資枠 200 億円）を借り入れる場合、平成２５年度ま

で実質的に無利子となるよう利子補給を行う。

12 私立学校設備整備事業（総務部） ５５９，３６８

東日本大震災により被災した私立学校施設の災害復旧を支援する。

13 社会福祉施設等災害復旧事業（保健福祉部） ２，３８７，１２６

東日本大震災により被災した高齢者福祉施設、児童福祉施設、障がい福祉施設等の

災害復旧を支援する。

14 医療施設等災害復旧事業（保健福祉部） ８４４，０６２

東日本大震災により被災した医療施設、看護関係施設等の災害復旧を支援する。



15 県立学校施設等災害復旧事業（教育庁） ２６４，８４８

東日本大震災により被災した県立学校施設等の災害復旧を行う。

16 交通安全施設整備事業（警察本部） ５４７，０４８

東日本大震災により被災した交通安全施設の災害復旧を行う。

17 災害復旧公共事業（農林水産部・土木部） ４２，７４４，８６９

東日本大震災により被災した公共土木施設、農業用施設等の災害復旧を行う。

18 「がんばろう ふくしま!」運動推進事業（農林水産部）６６，９２５

首都圏を中心とした、福島県産農産物等に対する風評被害対策を実施するとともに、

応援店の拡大に向けたイベントの実施等を行う。

19 緊急雇用創出基金事業（商工労働部） １３，８７０，０００

東日本大震災による被災者等を対象に雇用を創出し、ふくしまの再生・復興を図る。

20 中小企業等復旧・復興支援事業（商工労働部） １，８００，０００

東日本大震災により被災した中小企業等が、事業を再開・継続する際に要する経費

に対して補助する。

・ 空き工場等による事業再開支援事業

対象経費：空き工場等の借り上げ、修繕、設備設置・リース等

対 象 者：中小企業者、商工団体等

・ 工場等再生支援事業

対象経費：工場建て替え、修繕等

対 象 者：中小企業者 ※ 被災時の雇用を維持

・ 産業復興支援事業

対象経費：工場建て替え、修繕等（1.5億円以上）

対 象 者：製造業者 ※ 従業員 100人以上で８割雇用維持

21 捜査支援装置整備事業（警察本部） １６５，９００

原子力発電所の事故に伴い設定された警戒区域等において、犯罪の抑止・被疑者の

検挙を図るため、捜査支援装置を整備する。



＜特別会計＞

１ 高校等奨学資金貸付金（教育庁） ７７７，６００

東日本大震災により修学環境が大きく変化した高校生に対し、奨学資金を貸与する。

２ 特定地域中小企業特別資金（商工労働部） ４２，１００，０００

原子力発電所の事故に伴い、警戒区域、計画的避難区域、緊急時避難準備区域等か

ら移転を余儀なくされる中小企業等に対し、移転に必要な資金と移転先において事業

を継続・再開するために必要な事業資金について、公益財団法人福島県産業振興セン

ターを通じて、３，０００万円を限度に無利子・無担保、償還期間２０年（うち据置

５年）で貸し付ける。

３ 港湾施設災害復旧事業（土木部） ９，３９５，２００

東日本大震災により被災した港湾施設の災害復旧を行う。

[特別会計補正予算の規模] (単位：百万円)

特 別 会 計 名 称 補正額 当 初 累 計

小規模企業者等設備導入資金貸付金等特別会計 42,413 1,131 43,544

港湾整備事業特別会計 14,093 3,954 18,047

流域下水道事業特別会計 559 11,094 11,653

奨学資金貸付金特別会計 780 549 1,329



～ 東日本大震災に伴うこれまでの補正予算 ～

■ 平成２２年度一般会計補正予算【第５号】 （平成23年３月22日専決）

［総 額］ ２３６億６，１００万円

・ 災害救助関係経費 １８８億４，６００万円

・ 災害復旧関係経費 ３３億１，５００万円

・ 生活福祉資金貸付経費 ５億円

・ 予備費 １０億円

■ 平成２３年度一般会計補正予算【第１号】 （平成23年４月15日専決）

［総 額］ ３７６億５，４００万円

・ 災害救助関係経費 ２９４億４，４００万円

・ 資金貸付関係経費 ７５億２，２００万円

・ 県立学校関係経費 ６億８，７００万円



平成２３年度５月補正予算（一般会計）の概要

（単位 百万円）

１ 予 算 規 模

補 正 額 ２２５，７８１

本 年 度 予 算 現 計 額 ９３７，６８７

本 年 度 予 算 累 計 額 １，１６３，４６８

前 年 度 同 期 予 算 額 ９０２，２２０
（H 2 2年度当初予算）

前 年 度 同 期 比 増 減 額 ２６１，２４８

前 年 度 同 期 比 増 減 率 ２９．０％

２ 補正額の財源内訳

地 方 交 付 税 ３，８５７

国 庫 支 出 金 １７０，４１９

繰 入 金 ２７，９８９

県 債 ２２，６３０

寄 附 金 ５９４

そ の 他 ２９２

（注）表示単位未満の端数については、記載区分毎に四捨五入している。


